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告   示 

◎新潟県告示第748号 

クリーニング業法（昭和25年法律第207号）第８条の２第１項の規定による研修及び同法第８条の３の規定によ

る講習を次のとおり指定する。 

平成28年６月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 研修及び講習の主催者 

  東京都港区新橋６丁目８番２号 

  公益財団法人 全国生活衛生営業指導センター（理事長 大森 利夫） 

２ 会場の運営及び設営の窓口となる団体 

(1) 名称 

   公益財団法人 新潟県生活衛生営業指導センター 

(2) 所在地 

 新潟市中央区東大畑通１番町490－13 

３ 研修及び講習の種類及び日程、科目等 

(1) 第１型研修及び講習 

 ア 開催年月日、開催地及び受講対象 

 開催年月日 開催地 受講対象 

研 

修 

平成28年９月７日（水） 三条市 クリーニング所の業務に従事するクリーニング師 

平成28年９月28日（水） 南魚沼市 

平成28年10月12日（水） 上越市 

平成28年10月25日（火） 新発田市 

平成28年11月13日（日） 新潟市 

平成28年11月27日（日） 長岡市 

講 

習 

平成28年９月７日（水） 三条市 クリーニング所の業務に従事する者 

平成28年９月28日（水） 南魚沼市 

平成28年10月12日（水） 上越市 

平成28年10月25日（火） 新発田市  
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 平成28年11月12日（土） 新潟市  

平成28年11月26日（土） 長岡市  

 イ 研修及び講習科目 

  ・ 衛生法規及び公衆衛生（１時間） 

  ・ 洗濯物の受取、保管及び引渡し（１時間） 

  ・ 洗濯物の処理（１時間） 

  ・ 繊維及び繊維製品（１時間） 

  ・ レポート 

    ただし、前回受講より３年以内に受講する者については、一部を省略することができること。 

(2) 第２型研修及び講習 

 ア 受付期間、レポート提出締切年月日及び受講対象 

  受付期間 レポート提出締切年月日 受講対象 

研 

修 

平成28年８月10日（水） 

～平成28年８月26日（金） 

平成28年９月30日（金） クリーニング所の業務に従事するクリー

ニング師であって、離島に居住する者（佐

渡市)､その他県知事が適当と認める者 

講 

習 

平成28年８月10日（水） 

～平成28年８月26日（金） 

平成28年９月30日（金） クリーニング所の業務に従事する者であ

って、離島に居住する者（佐渡市)､その

他県知事が適当と認める者 

 イ 研修及び講習科目 

  ・ 衛生法規及び公衆衛生 

  ・ 洗濯物の受取、保管及び引渡し 

  ・ 洗濯物の処理 

  ・ 繊維及び繊維製品 

４ 受講料 

(1) 研修 

 １人 5,000円 

(2) 講習 

 １人 4,500円 

 

◎新潟県告示第749号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、魚沼市の特定計量器定期検査を次のとおり実施す

る。 

平成28年６月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 

７月25日（月） 午前10時から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

魚沼市役所堀之内庁舎 魚沼市全域 

７月26日（火） 

７月27日（水） 

小出北部公民館 

７月28日（木） 伊米ヶ崎公民館 

７月29日（金） 魚沼市地域振興センター 

８月１日（月） 魚沼市役所広神庁舎 

８月２日（火） 魚沼市役所守門庁舎 

８月３日（水） 魚沼市役所入広瀬庁舎 

８月４日から平成

29年３月15日まで。

ただし、土・日曜日 

午前９時30分から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

新潟県計量検定所 上記の未受検者 

特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規

則（平成５年通商産業省 
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及び祝日並びに12

月29日、12月30日、

平成29年１月２日、

１月３日を除く。 

  令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

◎新潟県告示第750号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次の土地改良事業計画の変更を認可した。 

平成28年６月21日 

新潟県上越地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 新規変更の別 認可年月日 根拠条文 

妙高市 

水上土地改良区 

水上 維持管理事業 変更 平成28年６月14日   第48条 

 

◎新潟県告示第751号 

測量法（昭和24年法律第188号）第39条において準用する同法第14条第１項の規定により、湯沢町長から次のと

おり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３項の規定により公示する。 

平成28年６月21日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 作業種類 公共測量（空中写真撮影） 

２ 作業期間 平成28年９月11日から平成29年３月31日まで 

３ 作業地域 湯沢町 

 

◎新潟県告示第752号 

河川法（昭和39年法律第167号）第17条第１項の規定により、堤防と道路との兼用工作物の管理の方法について

次のとおり協議が成立した。 

なお、関係図書は、新潟県長岡地域振興局地域整備部において縦覧に供する。 

平成28年６月21日 

新潟県長岡地域振興局長 

１ 河川の名称 

 一級河川信濃川水系刈谷田川及び稚児清水川 

２ 河川管理施設の名称または種類 

 刈谷田川左岸堤防、同右岸堤防、稚児清水川左岸堤防及び同右岸堤防 

３ 河川管理施設の位置 

(1) 見附市宮之原町字上川原35番１地先から同市池之島町字向1532番２地先まで 

(2) 見附市池之島町字向1488番４地先から同市池之島町字向1465番３地先まで 

(3) 見附市河野町字小島325番１地先から同市本明町字下川原1389番１地先まで 

(4) 見附市本明町字下川原1389番１地先から同市庄川町字下川原1067番１地先まで 

(5) 見附市庄川町字下川原1125番２地先から同市庄川町字下川原774番17地先まで 

(6) 見附市庄川町字神水737番14地先から同市嶺崎二丁目571番６地先まで 

(7) 見附市南本町二丁目119番14地先から同市南本町二丁目121番13地先まで 

(8) 見附市南本町二丁目121番５地先から同市南本町二丁目122番13地先まで 

(9) 見附市南本町三丁目110番21地先から同市葛巻町字六本木2444番５地先まで 

(10) 見附市葛巻町字六本木2444番５地先から同市傍所町字中島282番６地先まで 

(11) 見附市傍所町字中島282番８地先から同市傍所町字五軒591番３地先まで 

(12) 見附市傍所町字五軒1270番５地先から長岡市中之島字西潟4192番35地先まで 

(13) 長岡市中之島字西潟川原4191番５地先から同市中之島字川原83地先まで 

(14) 長岡市中之島字堀之内84番２地先から同市猫興野字村浦98番２地先まで 

(15) 長岡市猫興野字村浦80番４地先から見附市下関町字角屋敷乙529番２地先まで 

(16) 見附市下関町字角屋敷乙525番４地先から同市三林町字村上甲126番２地先まで 
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(17) 見附市三林町字屋敷添川原甲3681番１地先から同市三林町3943番地先まで 

４ 管理を行う者の名称及び住所 

 名称 道路管理者 

    見附市長 久住 時男 

 住所 見附市昭和町２丁目１番１号 

５ 管理の内容 

(1) 道路専用施設（路面（路盤までの部分を含む｡)､路肩、道路の付属物その他専ら道路の管理上必要な施設又

は工作物をいう。以下同じ｡)の新設（道路の付属物に係るものに限る｡)､改築、維持又は修繕 

(2) 路肩に接する法面で、当該路肩から法長１メートルまでの範囲内にあるものについての維持 

(3) 原則として道路専用施設に係る災害復旧 

６ 管理の期間 

 平成27年11月25日から道路の存続する日まで 

 

雑   報 

平成27年度新潟県市町村職員共済組合決算の要旨 

地方公務員等共済組合法（昭和37年９月８日法律第152号）第22条第３項及び地方公務員等共済組合法施行規程

（昭和37年９月８日総理府・文部省・自治省令第１号）第67条の２の規定により、平成27年度決算の要旨を公告

する。 

平成28年６月21日 

新潟県市町村職員共済組合 

  理事長 小 林  則 幸
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損益計算書の要旨  　　         （単位：千円）

経理区分 短　期 長　期 厚生年金保険 退職等年金 経過的長期 預託金管理
経過的長期

預託金管理
業　務 保　健 宿　泊 貯　金 貸　付 財  形

負担金 7,246,185 12,672,937 9,255,213 546,139 19,454 0 0 268,980 361,678 0 0 0 0

掛金・組合員保険料 7,408,342 6,232,015 6,285,854 546,133 0 0 0 0 353,195 0 0 0 0

施設収入・商品売上 0 0 0 0 0 0 0 0 354,515 152,726 0 0 0

利息及び配当金 2,468 0 0 0 0 79,479 72,216 237 5,080 29 353,175 10 1

その他の収入 925,879 0 0 0 0 0 0 87,692 2 40 42,068 155,007 476

他経理から繰入 0 0 0 0 0 0 0 49,742 60,000 29,362 0 0 0

前年度繰越支払準備金 1,079,519 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 16,662,393 18,904,952 15,541,067 1,092,272 19,454 79,479 72,216 406,651 1,134,470 182,157 395,243 155,017 477

給付 7,153,470 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

役職員給与 0 0 0 0 0 0 0 178,774 32,028 53,117 15,470 9,921 0

旅費・事務費 0 0 0 0 0 0 0 29,865 5,531 1,733 1,471 838 0

商品仕入 0 0 0 0 0 0 0 0 1,441 4,203 0 0 0

飲食材料費 0 0 0 0 0 0 0 0 47,296 29,023 0 0 0

委託費 0 0 0 0 0 0 0 5,451 10,081 228 985 0 0

支払利息 0 0 0 0 0 79,479 72,216 0 0 0 228,955 91,600 456

連合会払込金 194,613 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 7,439 0

前期高齢者納付金 3,370,055 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

後期高齢者支援金 2,803,554 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

病床転換支援金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

老人保健拠出金 90 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

退職者給付拠出金 289,637 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

負担金払込金 0 12,672,937 9,255,213 546,139 19,454 0 0 0 0 0 0 0 0

掛金・組合員保険料払込金 0 6,232,015 6,285,854 546,133 0 0 0 0 0 0 0 0 0

他経理へ繰入 49,742 0 0 0 0 0 0 0 89,362 0 0 0 0

その他の支出 1,873,380 0 0 0 0 0 0 217,510 854,750 82,522 5,441 3,165 20

次年度繰越支払準備金 1,070,382 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 16,804,923 18,904,952 15,541,067 1,092,272 19,454 79,479 72,216 431,600 1,040,489 170,826 252,322 112,963 476

△ 142,530 0 0 0 0 0 0 △ 24,949 93,981 11,331 142,921 42,054 1

貸借対照表の要旨

流動資産 3,532,304 5,453,715 2,071,130 143,996 2,576 677,638 686,307 523,326 2,985,523 196,447 288,996 118,832 793

固定資産 0 0 0 0 0 10,649,403 9,882,950 14,160 1,567,922 432,452 28,513,849 5,240,828 51,947

　資産合計 3,532,304 5,453,715 2,071,130 143,996 2,576 11,327,041 10,569,257 537,486 4,553,445 628,899 28,802,845 5,359,660 52,740

流動負債 119,827 5,453,715 2,071,130 143,996 2,576 0 0 6,206 93,388 15,899 26,805,732 1,101 0

固定負債 1,070,382 0 0 0 0 11,327,041 10,569,257 129,135 60,435 40,351 21,144 3,458,582 51,947

　負債合計 1,190,209 5,453,715 2,071,130 143,996 2,576 11,327,041 10,569,257 135,341 153,823 56,250 26,826,876 3,459,683 51,947

資本剰余金 0 0 0 0 0 0 0 0 598,875 1,637,551 0 0 0

積立金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

利益剰余金又は欠損金(△) 2,342,095 0 0 0 0 0 0 402,145 3,800,747 △ 1,064,902 1,975,969 1,899,977 793

　純資産合計 2,342,095 0 0 0 0 0 0 402,145 4,399,622 572,649 1,975,969 1,899,977 793

3,532,304 5,453,715 2,071,130 143,996 2,576 11,327,041 10,569,257 537,486 4,553,445 628,899 28,802,845 5,359,660 52,740

差引当期利益金又は当期損失金(△)

   負債・純資産合計

収
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